
3 款 3 項 2目  

【会計】一般会計  

3 款：民生費 3 項：児童福祉費 2 目：児童措置費  

事業 3 児童扶養手当支給事業 

担当所属 児童青少年課 

【予算額・決算額】（円） 

予算額 決算額 
（財源内訳） 

一般財源 国支出金 県支出金 地方債 その他特財 

464,395,000 453,450,234 302,238,254 150,555,960 0 0 656,020 

【決算額の節別内訳】（円） 

11 需用費 28,514 20 扶助費 453,421,720 

【実施計画の概要】 

事業の内容 
父母の離婚等で、父又は母と生計を同じくしていない児童を養育している方に、手当を支

給します。 

事業の目的 ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与し、児童の福祉の増進を図ります。 

事業の効果 

・ひとり親家庭等の生活の安定が図られます。 

・児童の健全な育成が図られます。 

・子育ての経済的負担が軽減されます。 

 

【事業の概要】 

・児童扶養手当法に規定されている要件を満たしたひとり親家庭等に児童扶養手当を支給しました。 

・手当額については、全部支給者には月額 41,430 円（平成 25 年 10 月分からは 41,140 円）、一部支給 
者には月額 41,420 円から 9,780 円まで（平成 25 年 10 月分からは、41,130 円から 9,710 円まで） 
のいずれかの手当額を支給しました。2 人以上の児童がいる受給者には、第 2 子については月額 5,000
円、第 3 子以降については一人につき月額 3,000 円が加算されます。 

 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 23 年度 
支給額 453,421,720 円 438,469,390 円 422,651,180 円 

受給資格世帯数 1,126 世帯 1,138 世帯 1,066 世帯 
受給者世帯 992 世帯 1,004 世帯 935 世帯 

受給世帯児童数 1,462 人 1,471 人 1,379 人 
 


